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市町村合併の背景とポイント市町村合併の背景とポイント

１．地方分権の推進１．地方分権の推進

２．少子高齢化の進展２．少子高齢化の進展

３．広域的な行政需要が増大３．広域的な行政需要が増大

４．４．行政行政改革の推進改革の推進

○○○○極極極極めてめてめてめて厳厳厳厳しいしいしいしい財政状況財政状況財政状況財政状況。。。。国国国国・・・・地方地方地方地方ともともともとも、、、、よりよりよりより簡素簡素簡素簡素でででで効率的効率的効率的効率的なななな

行財政運営行財政運営行財政運営行財政運営がががが必要必要必要必要 →→→→更更更更なるなるなるなる行政改革行政改革行政改革行政改革のののの推進推進推進推進

○○○○日常生活圏日常生活圏日常生活圏日常生活圏（（（（通勤通勤通勤通勤、、、、通学通学通学通学、、、、買買買買いいいい物等物等物等物等））））のののの拡大拡大拡大拡大にににに応応応応じたじたじたじた、、、、市町村市町村市町村市町村

のののの拡大拡大拡大拡大がががが必要必要必要必要

○○○○人口減少社会人口減少社会人口減少社会人口減少社会にににに突入突入突入突入

○○○○少子高齢化少子高齢化少子高齢化少子高齢化にににに対応対応対応対応したしたしたした、、、、サービスサービスサービスサービス提供提供提供提供・・・・専門専門専門専門スタッフスタッフスタッフスタッフがががが必要必要必要必要

○○○○地方地方地方地方でできることはでできることはでできることはでできることは地方地方地方地方でででで

○○○○住民住民住民住民にににに最最最最もももも身近身近身近身近なななな市町村市町村市町村市町村についてについてについてについて、、、、規模規模規模規模・・・・能力能力能力能力のののの充実充実充実充実がががが大切大切大切大切

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ オープンオープンオープンオープンなななな場場場場でででで、、、、徹底的徹底的徹底的徹底的なななな検討検討検討検討をををを

これらのこれらのこれらのこれらの課題課題課題課題にににに、、、、適切適切適切適切かつかつかつかつ持続的持続的持続的持続的にににに対応対応対応対応できるかできるかできるかできるか
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地方分権改革等の検討の状況地方分権改革等の検討の状況

地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月発足月発足月発足月発足平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月発足月発足月発足月発足 （（（（地方分権改革推進法地方分権改革推進法地方分権改革推進法地方分権改革推進法によりによりによりにより内閣府内閣府内閣府内閣府にににに設置設置設置設置））））（（（（地方分権改革推進法地方分権改革推進法地方分権改革推進法地方分権改革推進法によりによりによりにより内閣府内閣府内閣府内閣府にににに設置設置設置設置））））

○○○○国国国国とととと地方地方地方地方のののの役割分担役割分担役割分担役割分担のののの徹底徹底徹底徹底したしたしたした見直見直見直見直しししし等等等等○○○○国国国国とととと地方地方地方地方のののの役割分担役割分担役割分担役割分担のののの徹底徹底徹底徹底したしたしたした見直見直見直見直しししし等等等等・・・・・・・・ 国国国国とととと地方地方地方地方のののの役割分担役割分担役割分担役割分担のののの徹底徹底徹底徹底したしたしたした見直見直見直見直しししし国国国国とととと地方地方地方地方のののの役割分担役割分担役割分担役割分担のののの徹底徹底徹底徹底したしたしたした見直見直見直見直しししし・・・・・・・・ 権限委譲権限委譲権限委譲権限委譲のののの推進推進推進推進権限委譲権限委譲権限委譲権限委譲のののの推進推進推進推進・・・・・・・・ 義務義務義務義務づけづけづけづけ、、、、枠付枠付枠付枠付けのけのけのけの見直見直見直見直しとしとしとしと条例制定権条例制定権条例制定権条例制定権のののの拡大拡大拡大拡大義務義務義務義務づけづけづけづけ、、、、枠付枠付枠付枠付けのけのけのけの見直見直見直見直しとしとしとしと条例制定権条例制定権条例制定権条例制定権のののの拡大拡大拡大拡大・・・・・・・・ 関与関与関与関与のののの見直見直見直見直しししし関与関与関与関与のののの見直見直見直見直しししし
○○○○地方税財政制度地方税財政制度地方税財政制度地方税財政制度のののの整備整備整備整備○○○○地方税財政制度地方税財政制度地方税財政制度地方税財政制度のののの整備整備整備整備・・・・・・・・ 税源移譲税源移譲税源移譲税源移譲のののの推進推進推進推進税源移譲税源移譲税源移譲税源移譲のののの推進推進推進推進・・・・・・・・ 税源移譲税源移譲税源移譲税源移譲、、、、国庫補助負担金国庫補助負担金国庫補助負担金国庫補助負担金、、、、地方交付税等地方交付税等地方交付税等地方交付税等のののの税財政上税財政上税財政上税財政上のののの措置措置措置措置のありのありのありのあり方方方方税源移譲税源移譲税源移譲税源移譲、、、、国庫補助負担金国庫補助負担金国庫補助負担金国庫補助負担金、、、、地方交付税等地方交付税等地方交付税等地方交付税等のののの税財政上税財政上税財政上税財政上のののの措置措置措置措置のありのありのありのあり方方方方
○○○○行政体制行政体制行政体制行政体制のののの整備及整備及整備及整備及びびびび確立方策確立方策確立方策確立方策○○○○行政体制行政体制行政体制行政体制のののの整備及整備及整備及整備及びびびび確立方策確立方策確立方策確立方策・・・・・・・・ 地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体がががが自自自自らららら行行行行うううう行政及行政及行政及行政及びびびび税財政税財政税財政税財政のののの改革改革改革改革のののの推進等推進等推進等推進等地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体がががが自自自自らららら行行行行うううう行政及行政及行政及行政及びびびび税財政税財政税財政税財政のののの改革改革改革改革のののの推進等推進等推進等推進等
調査審議事項調査審議事項調査審議事項調査審議事項

道州制ビジョン懇談会道州制ビジョン懇談会道州制ビジョン懇談会

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年１１１１月発足月発足月発足月発足平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年１１１１月発足月発足月発足月発足（（（（道州制担当大臣道州制担当大臣道州制担当大臣道州制担当大臣のののの下下下下にににに設置設置設置設置））））（（（（道州制担当大臣道州制担当大臣道州制担当大臣道州制担当大臣のののの下下下下にににに設置設置設置設置））））

○○○○道州制道州制道州制道州制のののの導入導入導入導入にににに関関関関するするするする基本的事項基本的事項基本的事項基本的事項○○○○道州制道州制道州制道州制のののの導入導入導入導入にににに関関関関するするするする基本的事項基本的事項基本的事項基本的事項

・・・・・・・・ 道州制道州制道州制道州制のののの導入導入導入導入によりによりによりにより実現実現実現実現されるされるされるされる地域社会地域社会地域社会地域社会、、、、経済社会等経済社会等経済社会等経済社会等のののの姿姿姿姿道州制道州制道州制道州制のののの導入導入導入導入によりによりによりにより実現実現実現実現されるされるされるされる地域社会地域社会地域社会地域社会、、、、経済社会等経済社会等経済社会等経済社会等のののの姿姿姿姿

・・・・・・・・ 道州制道州制道州制道州制のののの下下下下におけるにおけるにおけるにおける新新新新しいしいしいしい国国国国・・・・地方地方地方地方のののの政府像政府像政府像政府像道州制道州制道州制道州制のののの下下下下におけるにおけるにおけるにおける新新新新しいしいしいしい国国国国・・・・地方地方地方地方のののの政府像政府像政府像政府像

○○○○道州制道州制道州制道州制のののの理念理念理念理念やややや大枠大枠大枠大枠についてのについてのについてのについての論点論点論点論点をををを整理整理整理整理しししし中間報告中間報告中間報告中間報告○○○○道州制道州制道州制道州制のののの理念理念理念理念やややや大枠大枠大枠大枠についてのについてのについてのについての論点論点論点論点をををを整理整理整理整理しししし中間報告中間報告中間報告中間報告

（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度））））（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度））））

検討事項検討事項検討事項検討事項

地方制度調査会（第２９次）地方制度調査会（第２９次）地方制度調査会（第２９次）

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年７７７７月発足月発足月発足月発足平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年７７７７月発足月発足月発足月発足（（（（地方制度調査会設置法地方制度調査会設置法地方制度調査会設置法地方制度調査会設置法によりによりによりにより内閣府内閣府内閣府内閣府にににに設置設置設置設置））））（（（（地方制度調査会設置法地方制度調査会設置法地方制度調査会設置法地方制度調査会設置法によりによりによりにより内閣府内閣府内閣府内閣府にににに設置設置設置設置））））

○○○○市町村合併市町村合併市町村合併市町村合併をををを含含含含めためためためた基礎的自治体基礎的自治体基礎的自治体基礎的自治体のありのありのありのあり方方方方○○○○市町村合併市町村合併市町村合併市町村合併をををを含含含含めためためためた基礎的自治体基礎的自治体基礎的自治体基礎的自治体のありのありのありのあり方方方方

○○○○監査機能監査機能監査機能監査機能のののの充実充実充実充実････強化等強化等強化等強化等のののの最近最近最近最近のののの社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢のののの○○○○監査機能監査機能監査機能監査機能のののの充実充実充実充実････強化等強化等強化等強化等のののの最近最近最近最近のののの社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢社会経済情勢のののの

変化変化変化変化にににに対応対応対応対応したしたしたした地方行財政制度地方行財政制度地方行財政制度地方行財政制度のありのありのありのあり方方方方変化変化変化変化にににに対応対応対応対応したしたしたした地方行財政制度地方行財政制度地方行財政制度地方行財政制度のありのありのありのあり方方方方

諮問事項諮問事項諮問事項諮問事項



3

「「「「地方分権改革推進地方分権改革推進地方分権改革推進地方分権改革推進ににににああああたってのたってのたってのたっての基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方」」」」

１１１１ 目指目指目指目指すべきすべきすべきすべき方向性方向性方向性方向性

○ 分権型社会への転換 ○ 地方の活力を高め、強い地方を創出 ○ 地方の税財政基盤の確立

○ 簡素で効率的な筋肉質の行財政システム ○ 自己決定・自己責任・受益と負担の明確化 により地方を主役に

１１１１ 目指目指目指目指すべきすべきすべきすべき方向性方向性方向性方向性

○ 分権型社会への転換 ○ 地方の活力を高め、強い地方を創出 ○ 地方の税財政基盤の確立

○ 簡素で効率的な筋肉質の行財政システム ○ 自己決定・自己責任・受益と負担の明確化 により地方を主役に

２２２２ 基本原則基本原則基本原則基本原則

○ 基礎自治体優先

○ 明快、簡素・効率

○ 自由と責任、

自立と連帯

○ 受益と負担の明確化

○ 透明性の向上と

住民本位

２２２２ 基本原則基本原則基本原則基本原則

○ 基礎自治体優先

○ 明快、簡素・効率

○ 自由と責任、

自立と連帯

○ 受益と負担の明確化

○ 透明性の向上と

住民本位

３３３３ 調査審議調査審議調査審議調査審議のののの方針方針方針方針

３３３３ 調査審議調査審議調査審議調査審議のののの方針方針方針方針

４４４４ 政府及政府及政府及政府及びびびび地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体にににに望望望望むことむことむことむこと

４４４４ 政府及政府及政府及政府及びびびび地方自治体地方自治体地方自治体地方自治体にににに望望望望むことむことむことむこと

（調査審議事項）

（調査審議事項）

19年6月

22年3月

19年秋
地方との意見交換等

の集中的実施

課題検証、論点集約し、

重点的に検討

中間的中間的中間的中間的なななな取取取取りまとめりまとめりまとめりまとめ

おおむね２年以内を目

途に順次「勧告勧告勧告勧告」

地方分権改革推進計

画閣議決定

新分権一括法案提出

調査審議
国と地方の役割分担の徹底した見直し等●
地方税財政制度の整備●
行政体制の整備及び確立方策

●
政府は改革関連施策を確実に実施。地方自治体は、透明性と自浄性を高め、住民の信頼を確保。人材育成など行政能力向上の努力。

国と地方の役割分担の徹底した見直し（分野ごとの見直し、地方支分部局の廃止・縮小、地方自治体の組織・定員のスリム化の推進）。権限移譲の推進。 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大。 関与の見直し。国の法令による新たな義務付け・枠付け等についてのチェックシステムの整備国と地方の役割分担等の徹底した見直し。分権型社会にふさわしい税源移譲の推進。 その際、地方税財源の充実確保、地域の税収偏在の是正等の観点から、税源移譲、国庫補助負担金、地方交付税等の税財政上の措置の在り方について一体的に検討。地方債を含めて地方分権にかなった地方税財政制度の整備地方自治体が自ら行う行政及び税財政の改革の推進等による地方分権改革の推進に応じた行政体制の整備及び確立方策

○○○○ 地方政府地方政府地方政府地方政府 ～～～～ 自治行政権自治行政権自治行政権自治行政権・・・・自治財政権自治財政権自治財政権自治財政権・・・・自治立法権自治立法権自治立法権自治立法権をををを有有有有するするするする完全自治体完全自治体完全自治体完全自治体をををを目指目指目指目指すすすす取組取組取組取組みみみみ

○○○○ 国国国国ののののあああありりりり方方方方、、、、国国国国のかたちそのものにかかわるのかたちそのものにかかわるのかたちそのものにかかわるのかたちそのものにかかわる重要重要重要重要なななな政治改革政治改革政治改革政治改革

○○○○ 将来将来将来将来のののの道州制道州制道州制道州制のののの本格的本格的本格的本格的なななな導入導入導入導入のののの道筋道筋道筋道筋

地方地方地方地方がががが主役主役主役主役のののの国国国国づくりづくりづくりづくり

（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年５５５５月月月月３０３０３０３０日日日日））））

地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会
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基礎自治体のあり方についてのこれまでの議論①基礎自治体のあり方についてのこれまでの議論①

地方分権下の基礎自治体

地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会地方分権改革推進委員会 基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方（（（（抄抄抄抄）（）（）（）（19.05.3019.05.3019.05.3019.05.30））））

○ 国は、国が本来やるべき仕事のみに専念して、国民・住民に最も身近なとこ
ろで、行政の在り方を国民・住民がすべて自らの責任で決定・制御できる仕組
みを構築しなければならない。このためにも、住民に身近な基礎自治体につい
て更なる体制の充実強化が必要である。

○ 「平成の大合併」により、基礎自治体の体制整備が進んできた今こそ、これ
までの成果によって築かれた「ベースキャンプ」を発ち、中央政府と対等・協
力の関係にある地方政府の確立を目指す次なる分権改革へと大胆な歩みを刻む
べき時機である。これは、自治行政権のみならず自治財政権、自治立法権を有
する完全自治体を目指す取組である。その際、特に基礎自治体について更なる
体制の充実強化が必要である。
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政府・地方制度調査会

（16年3月1日発足）

�16年3月1日 第1回総会
・総理から｢道州制のあり方」等について

諮問

�18年2月28日 第5回総会
・｢道州制のあり方に関する答申｣決定

第第第第28次地方制度調査会次地方制度調査会次地方制度調査会次地方制度調査会

自民党・道州制調査会

（16年11月8日設置）

�17年2月1日 第1回会合

�17年7月28日 第9回会合

「中間報告」とりまとめ

�18年4月12日第11回会合
「道州制特区」について制度概要を了承

道州制調査会道州制調査会道州制調査会道州制調査会

�18年5月19日 道州制特別区域法案を国会提出→ 12月13日に可決成立

�18年9月26日道州制担当大臣設置
・安倍総理の所信表明演説（9/29）に「道

州制ビジョンの策定」が盛り込まれる

�18年10月11日 再開 第1回会合
・杉浦正健前法相が会長に就任 ・今後の進め方について

�18年11月15日 第4回会合～18年12月19日 第8回会合
・基本論点の概観

�19年1月31日 第10回会合
・5つの小委員会を設置し、それぞれ検討を進める

①道州制推進 ②道州と国の役割分担 ③道州の組織・権限

④道州と基礎的自治体 ⑤道州と税財政制度

�19年5月16日 各小委員会中間とりまとめ

�19年6月20日 調査会「第２次中間報告」

�18年10月11日 再開 第1回会合
・杉浦正健前法相が会長に就任 ・今後の進め方について

�18年11月15日 第4回会合～18年12月19日 第8回会合
・基本論点の概観

�19年1月31日 第10回会合
・5つの小委員会を設置し、それぞれ検討を進める

①道州制推進 ②道州と国の役割分担 ③道州の組織・権限

④道州と基礎的自治体 ⑤道州と税財政制度

�19年5月16日 各小委員会中間とりまとめ

�19年6月20日 調査会「第２次中間報告」

3年を目途に「道州制ビジョン」を策定

※経済団体・地方公共団体の動き

【経済団体】

・日本経団連「道州制の導入に向けた第１次提言－究極の構造改革を目指して－」

【全国知事会】 （19年3月）

・「道州制研究会報告書」（18年7月） ・「道州制に関する基本的考え方」（19年1月）

（19年1月26日設置）

�19年2月13日 第1回会合

～19年4月19日 第4回会合
・懇談会を月１回程度開催

・協議会を各ブロックで開催

�19年度中 中間報告取りまとめ

・道州制の理念や大枠等についての論点

整理

道州制道州制道州制道州制ビジョンビジョンビジョンビジョン懇談会懇談会懇談会懇談会

道州制に関する主な動き道州制に関する主な動き
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道州制の基本的な制度設計

① 区域の範囲

・ 社会経済的条件に加え、地理的・歴史的・文化的

条件も勘案

・ 数都道府県を合わせた区域が原則

② 区域例

・ 区域には様々な考え方があり得るが、区域例を

３例示す

③ 区域の画定方法

・ 国が道州の予定区域を示す

・ 都道府県は、変更案等を国に提出できる

・ これを尊重し区域に関する法律案を作成

④ 東京都に係る道州の区域

・ 周辺県と併せた区域が原則。ただし、東京都等の

区域で一の道州等とすることも考えられる

２２２２ 道州道州道州道州のののの区域区域区域区域

○ 地方公共団体として、都道府県に代えて道州を置く

○ 道州及び市町村の二層制

１１１１ 道州道州道州道州のののの性格性格性格性格

５５５５ 道州道州道州道州のののの議会議会議会議会

○ 道州に長を置く。長は直接公選。多選を禁止

６６６６ 道州道州道州道州のののの執行機関執行機関執行機関執行機関

○ 道州との関係において大都市圏域にふさわしい仕組み、

事務配分の特例等を設けることが適当

○東京（区部等）では、更に特例を検討することも考え

られる

７７７７ 大都市等大都市等大都市等大都市等にににに関関関関するするするする制度制度制度制度

○自主性・自立性の高い税財政制度が基本

① 事務移譲に伴う税源移譲等加え、偏在度の低い税目

中心に地方税の充実を図り、分権型社会に対応しうる

地方税体系を実現

② 適切な財政調整を行うための制度を検討

８８８８ 税財政制度税財政制度税財政制度税財政制度

○現在の都道府県の事務は大幅に市町村に移譲。道州は

広域事務に軸足を移す

○国(地方支分部局)の事務はできる限り道州に移譲

４４４４ 道州道州道州道州のののの事務事務事務事務

○原則として全国同時に移行。ただし、関係都道府県と

国の協議により先行して移行できる

３３３３ 道州道州道州道州へのへのへのへの移行方法移行方法移行方法移行方法
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第18回専門小委員会（17年3月23日）提出資料より作成国、道州及び市町村の役割分担のイメージ

国 の 事 務 都道府県の事務 市町村の事務＜現状＞

国

都
道
府
県

（
本

省
）

（
地
方
支
分
部
局
）

役割を重点化

（
本

省
）

（
地
方
支
分
部
局
）

国

道
州

国の事務 道 州 の 事 務 市 町 村 の 事 務

その他の市町村

特例市

中核市

指定都市

一般の市町村

都市Ａ

都市Ｂ

都市Ｃ

国から道州へ

大幅に事務を移譲

市町村の規模・能力に

応じ大幅に事務を移譲

＜道州制導入後＞

道州制における役割分担
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基礎自治体のあり方についてのこれまでの議論②基礎自治体のあり方についてのこれまでの議論②

道州制における基礎自治体

第第第第２８２８２８２８次地方制度調査会答申次地方制度調査会答申次地方制度調査会答申次地方制度調査会答申（（（（抄抄抄抄）（）（）（）（18.02.2818.02.2818.02.2818.02.28））））

○ 国、広域自治体及び基礎自治体の間の役割分担を体系的に見直し、都道府県から市町村
へ、また国から道州への大幅な権限移譲を行うことが重要。

○ 基礎自治体の財政基盤の充実を図り、住民に身近な行政については基礎自治体が総合的
に担うこととすべき。

○ 道州と市町村の事務配分については、補完性の原理及び近接性の原理に基づいて適切に
定められるようにすべき。

自民党道州制調査会第自民党道州制調査会第自民党道州制調査会第自民党道州制調査会第２２２２次中間報告次中間報告次中間報告次中間報告（（（（抄抄抄抄）（）（）（）（19.06.1419.06.1419.06.1419.06.14））））

○ 道州と基礎自治体の基本的関係については、徹底した補完性の原理に基づき、基礎自治
体を地方自治の第一の担い手とすべきである。現在都道府県が行っている仕事の大部分は
基礎自治体に移管する。また、事務・権限の移譲とともに財源・職員を都道府県から基礎
自治体に移譲する。

○ 道州制の導入にあわせて、基礎自治体は（略）、一定の人口規模・財政規模を有するも
のに移行すべきであり、そのため、市町村合併の推進により基礎自治体の再編を進める必
要がある。

○ 小規模な基礎自治体については、道州が補完する方法、近隣の基礎自治体に事務を委託
する方法、広域連合や一部事務組合による方法などの補完の方式を工夫する必要がある。
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第29次地方制度調査会の審議項目第29次地方制度調査会の審議項目
＜諮問事項＞

市町村合併を含めた基礎自治体のあり方、監査機能の充実・強化等の最近の社会経済情勢の変

化に対応した地方行財政制度のあり方について、地方自治の一層の推進を図る観点から、調査審

議を求める。

＜項目＞

Ⅰ 市町村合併を含めた基礎自治体のあり方

１ 基礎自治体のあり方

○ 合併した市町村及び合併していない市町村の評
価・検証・分析

○ 基礎自治体の果たすべき役割

○ 今後の基礎自治体の組織・体制のあり方

○ 小規模市町村に対する方策

２ 基礎自治体における住民自治の充実

○ 地域自治区等のあり方

○ 地域コミュニティのあり方

３ 大都市制度のあり方

○ 大都市と都道府県との関係等

○ 指定都市、中核市、特例市等の考え方の整理

Ⅱ チェック機能の充実

１ 監査機能の充実・強化

○ 監査委員の独立性の強化（組織、選任方法、OBの
就任制限、議選委員のあり方等）

○ 監査能力の向上（監査委員の人材確保等）

○ 外部監査のあり方

２ 議会制度のあり方

○ 議会の団体意思決定機能や監視機能の向上策

○ 議会制度の自由度の拡大

○ 議員定数

○ 幅広い層が議員活動できるための制度の環境整備

Ⅲ その他

○ 地方税財政制度のあり方

○ 首長の多選制限
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○自主的な改善努力による財

政健全化・財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求の義務付け・実施状況を毎年度議会に報告し公表・早期健全化が著しく困難と認められるときは、総務大臣又は知事が必要な勧告
公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求の義務付け・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意を求めることができる【同意無】・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限【同意有】・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期間内である地方債（再生振替特例債）の起債可・財政運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、予算の変更等を勧告
○赤字団体が申出により、財政

再建計画を策定（総務大臣の

同意が必要）

財政の再生

地方財政再建促進特別措置法

新
し
い
法
制

現
行
制
度

（
健
全
財

政
）

（
財
政
悪

化
）

○指標の整備と情報開示の徹

底・フロー指標：実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率・ストック指標：将来負担比率＝公社・三セク等を含めた実質的負債による指標→監査委員の審査に付し議会に報告し公表
健全段階

＜現行制度の課題＞

・分かりやすい財政情報の開示等が不十分

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負債

等）の財政状況に課題があっても対象とならない

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題

○公営企業もこれに準じた再建制度

（地方公営企業法)

財政の早期健全化

（（（（指標指標指標指標のののの公表公表公表公表はははは平成平成平成平成１９１９１９１９年度決算年度決算年度決算年度決算からからからから、、、、財政健全化計画財政健全化計画財政健全化計画財政健全化計画のののの策定策定策定策定のののの義務付義務付義務付義務付けけけけ等等等等はははは平成平成平成平成２０２０２０２０年度決算年度決算年度決算年度決算からからからから適用適用適用適用））））

※赤字比率が５％以上の都道府県、２０％以上の市町村は、法に基づく財政再建を行わなければ建設地方債を発行できない

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について
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1,758.5 1,647.9 1,484.1 1,320.1 1,195.6 1,115.0 1,051.2 983.3 903.6 821.4 751.64,929.7 4,595.1

2,576.1 2,941.2 3,378.1 3,589.9 3,635.4 3,667.0 3,724.9 3,852.7 3,840.7 3,764.1 3,646.38,442.2 8,128.5 7,680.7 7,363.5 5,300.05,733.56,291.96,740.47,096.020.220.220.220.2 23.123.123.123.1 26.926.926.926.9 29.229.229.229.2 30.530.530.530.5 31.831.831.831.8 33.733.733.733.7 36.536.536.536.5 38.238.238.238.2 39.639.639.639.6 40.540.540.540.5
01,0002,0003,0004,0005,0006,0007,0008,0009,00010,00011,00012,00013,000

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 020
4060
80100

0～14歳 15～64歳 65歳以上 老年人口比率 年

％万人
老年人口比率人口

将来推計人口(人口)

（出典）「日本の将来推計人口」（出生中位・死亡中位）（平成１８年１２月国立社会保障・人口問題研究所）

少子高齢社会の進展少子高齢社会の進展

（参考）
H17国調人口における老年人口比率上位５団体１位 島根県 27.1％２位 秋田県 26.9％３位 高知県 25.9％４位 山形県 25.5％５位 山口県 25.0％

◇◇◇◇ 総人口総人口総人口総人口は、平成平成平成平成16161616年年年年12121212月月月月ををををピークピークピークピーク（１億2,783万８千人）に、減少減少減少減少にににに転転転転じているじているじているじている。（総務省推計）

◇◇◇◇ 一方、老年人口老年人口老年人口老年人口（（（（65656565歳以上歳以上歳以上歳以上））））のののの割合割合割合割合は年年年年々々々々高高高高まりまりまりまり、２００５２００５２００５２００５年年年年のののの２０２０２０２０％％％％が、２０５０２０５０２０５０２０５０年年年年にはにはにはには４０４０４０４０％％％％になることが予想される。（H14推計：２０％） （H14推計：３６％）
２００５年に比べ、 ２０３０２０３０２０３０２０３０年年年年にはにはにはには10101010％％％％減少減少減少減少、２０５０２０５０２０５０２０５０年年年年にはにはにはには２６２６２６２６％％％％減少減少減少減少することが予想される。（H14推計：８％減少） （H14推計：２１％減少）

◇◇◇◇ 年少人口年少人口年少人口年少人口（（（（14141414歳以下歳以下歳以下歳以下））））は年年年年々々々々減少減少減少減少し、２００５年に比べ、２０５０２０５０２０５０２０５０年年年年にはにはにはには５３５３５３５３％％％％減少減少減少減少することが予想される。（H14推計：３９％減少）◇◇◇◇ 生産年齢人口生産年齢人口生産年齢人口生産年齢人口（（（（15151515～～～～64646464歳歳歳歳））））は、２００５年に比べ、 ２０３０２０３０２０３０２０３０年年年年にはにはにはには20202020％％％％減少減少減少減少、 ２０５０２０５０２０５０２０５０年年年年にはにはにはには４２４２４２４２％％％％減少減少減少減少することが予想される。（H14推計：１８％減少） （H14推計：３６％減少）
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出典：財務省ホームページ



13

16161616兆兆兆兆9999兆兆兆兆 14141414兆兆兆兆 19191919兆兆兆兆 22222222兆兆兆兆
26262626兆兆兆兆21212121兆兆兆兆20202020兆兆兆兆 30303030兆兆兆兆12121212兆兆兆兆国　負担

地方負担

259

261

224

226

188

183

165

174
100
100

平成２年度（１９９０） １６年度（２００４） １８年度（２００６） ２３年度（２０１１） ２７年度（２０１５）

※１ 「社会保障の給付と負担の見通し」(平成18年５月・厚労省作成)を基に、地方負担については「進路と戦略 参考試算」等も踏まえ推計。※２ さらに、平成23年度においては骨太2006を踏まえ、国1.1兆円、地方0.5兆円を削減。平成27年度は当該削減額を機械的に延伸した額を削減。※３ 斜体で表した数値は、補助率恒久化後の平成２年度を100とした場合の指数(端数処理前)。

社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費のののの見通見通見通見通しししし社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費のののの見通見通見通見通しししし

地方地方地方地方もももも国国国国とととと同様同様同様同様にににに、、、、社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費社会保障関係費のののの大幅大幅大幅大幅なななな増加増加増加増加がががが見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる。。。。

出典：平成19年４月25日 経済財政諮問会議 菅大臣提出資料（抜粋）
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人口１人当たり歳出額人口１人当たり歳出額

平成１５年９月１９日 第２７次地方制度調査会専門小委員会資料
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行財政の基盤強化、

経費の節減

市町村合併による効果の全体像市町村合併による効果の全体像

都道府県都道府県都道府県都道府県からからからから見見見見てててて

国国国国からからからから見見見見てててて

住民ｻｰﾋﾞｽの

維持・向上

地域コミュニティ、

市民活動の振興

地域の知名度向上、

イメージアップ

行政経費への

理解向上

産業活動の円滑化

防災力の向上

専門的できめ細かい

施策の推進

権限移譲による

自立性の向上

広域的なまちづくり

の充実

国民国民国民国民からからからから見見見見てててて

市町村市町村市町村市町村からからからから見見見見てててて

・市町村への権限移譲

の進展

・出先機関等の再編に

よる経費削減

・調整等の事務の削減

・地方分権、構造改革

の推進

・調整等の事務の削減

利便性の向上
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旧旧旧旧 法法法法

○３万市特例

○地方税の不均一課税、議員の在任特例

○合併補正 等

○総務大臣→基本指針

○都道府県→市町村の合併の推進に関する構想

・市町村の組合せ等を示す

①生活圏域を踏まえた行政区域を形成

②指定都市、中核市、特例市等へ

③概ね人口１万を目安とする小規模市町村（地理的条件等を考慮）

・市町村合併調整委員（知事任命）→あっせん、調停

・合併協議会設置勧告、合併協議推進勧告

合
併

合
併

合
併

合
併平成18年3月31日までに合併

・・・・存置存置存置存置

平成22年3月31日
までに合併

経過措置期間経過措置期間経過措置期間経過措置期間

・・・・合併特例区等合併特例区等合併特例区等合併特例区等のののの設置設置設置設置

(合併に際して、合併関係市町村の協議により、合併特例区等を一定期間設置できる。)

新新新新 法法法法 （Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ１７１７１７１７．．．．４４４４．．．．１１１１～）～）～）～）

合併特例法（旧法と新法）合併特例法（旧法と新法）

Ｈ１７．３．３１

Ｈ２２．３．３１

ま
で
に
合
併
申
請

平
成

17

年
３
月

31

日
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総務大臣の定める基本指針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県都道府県都道府県都道府県のののの構想構想構想構想

合併協議会設置協議について議会に付議市町村長が選管に住民投票請求住民が有権者の６分の１以上の署名を集めて住民投票請求
議会が否決した場合市町村長が住民投票請求しない場合

合併協議会の設置有効投票の過半数の賛成の場合

合併協議会設置の勧告

（地方自治法２５２の２④）

申請に基づき、

市町村合併調整委員

を任命し、あっせん・調停

合併協議推進勧告

都道府県知事は、勧告に基づいて講じた措置について報告を求めることができる。
合併協議会が設置されていない場合 合併協議会が設置されている場合都道府県が基本指針に基づき、市町村合併の推進に関する構想を策定

（H17.5.31総務大臣告示）

市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法）市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法）

構想構想構想構想のののの対象対象対象対象とすべきとすべきとすべきとすべき構想構想構想構想のののの対象対象対象対象とすべきとすべきとすべきとすべき

市町村市町村市町村市町村のののの組合組合組合組合せせせせ市町村市町村市町村市町村のののの組合組合組合組合せせせせ

①生活圏域を踏まえた行政

区域の形成を図ることが

望ましい市町村

②更に充実した行政権能等

を有する指定都市､中核市､

特例市等を目指す市町村

③概ね人口１万未満を目安

とする小規模な市町村

※地理的条件等も考慮
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第第第第４４４４ 都道府県都道府県都道府県都道府県のののの取組取組取組取組都道府県においては、新法に基づいて速やかに構想を策定するとともに、構想に位置づけられた構想対象市町村及び合併市町村を対象として、都道府県事業の優先採択・重点投資、権限移譲等を内容とする都道府県支援本部支援プランに基づき、引き続き必要な支援を行うことが望まれる。

新市町村合併支援新市町村合併支援新市町村合併支援新市町村合併支援プランプランプランプランのののの概要概要概要概要 平成 １ ７ 年 ８ 月 ３ １ 日市町村合併支援本部決定市町村合併は着実に成果を挙げてきているが、地域ごとの進捗状況には差異が見られるところであり、平成１７年４月以降も、地方分権の一層の推進等の要請に応えていくため、新法の下で、引き続き自主的な市町村の合併を全国的に推進していく必要がある。第第第第１１１１ 市町村合併支援市町村合併支援市町村合併支援市町村合併支援のののの必要性必要性必要性必要性
第第第第２２２２ 新支援新支援新支援新支援プランプランプランプラン策定策定策定策定のののの方針方針方針方針１１１１ 趣旨趣旨趣旨趣旨新支援プランは、新法の下で市町村が合併し、新しいまちづくりを行うに当たっての支援本部としての支援策等を策定し、これを実施することにより、自主的な市町村の合併を強力に促進し、地方の個性ある活性化、まちづくりを実現するものである。２２２２ 対象地域対象地域対象地域対象地域(1) (1) (1) (1) 都道府県都道府県都道府県都道府県によりによりによりにより構想構想構想構想にににに位置位置位置位置づけられたづけられたづけられたづけられた構想対象市町村構想対象市町村構想対象市町村構想対象市町村(2) (2) (2) (2) 新法新法新法新法にににに基基基基づいてづいてづいてづいて合併合併合併合併したしたしたした市町村市町村市町村市町村１１１１ 市町村合併支援策市町村合併支援策市町村合併支援策市町村合併支援策(1) (1) (1) (1) 地方行財政上地方行財政上地方行財政上地方行財政上のののの支援策及支援策及支援策及支援策及びそのびそのびそのびその拡充策拡充策拡充策拡充策① 行政支援策○ 町村合併の市制要件の緩和○ 市町村合併が行われた場合の選挙権の特例○ 支所・出張所、地域審議会及び郵便局の活用○ 政令指定都市の指定の弾力化○ 補助施設の他用途転用の取扱い○ 施設の統合整備に伴い廃止転用する施設に充当された地方債の繰上償還の取扱い○ 合併後市町村の人材育成への支援 等② 財政措置等による支援○ 普通交付税の算定の特例○ 合併直後の臨時的経費に対する財政措置○ 合併市町村まちづくりのための事業に対する財政措置○ 合併前に必要となる事業に対する財政措置○ 合併支援のための公債費負担の格差是正に係る財政措置○ 合併準備経費に対する財政措置○ 都道府県の行う合併支援経費に対する財政措置○ 税制上の特例措置 等

第第第第３３３３ 新支援新支援新支援新支援プランプランプランプラン

(2) (2) (2) (2) 関係省庁関係省庁関係省庁関係省庁のののの連携連携連携連携によるによるによるによる支援策支援策支援策支援策① 快適な暮らしを支える社会基盤の整備ア 道路の整備（５事業）イ 交通の利便性確保のための条件整備（４事業）ウ 市街地の整備（１事業）エ 住環境の整備（２事業）オ 公園・緑地の整備（１事業）カ 地域の再生（１事業）② 豊かな生活環境の創造ア 廃棄物処理対策の推進（１事業）イ 上水道の整備（３事業）ウ 下水道等の整備（５事業）エ 消防・防災・国土保全の推進（８事業）オ情報通信の整備（４事業）③ 生涯にわたる保健・医療・福祉の充実ア 国民健康保険事業の安定的な運営の推進（１事業）イ 高齢者の社会参加の促進（１事業）④ 次世代を担う教育の充実（４事業）⑤ 新世紀に適応した産業の振興ア 農林水産業の振興（１６事業）イ 商工業の振興（４事業）⑥ 連携・交流による開かれたまちづくり（６事業）２２２２ 市町村合併支援市町村合併支援市町村合併支援市町村合併支援アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー制度制度制度制度
４４４４ 市町村合併支援窓口市町村合併支援窓口市町村合併支援窓口市町村合併支援窓口３３３３ 市町村合併市町村合併市町村合併市町村合併のののの広報広報広報広報・・・・啓発啓発啓発啓発(1) (1) (1) (1) 全国合併市町村全国合併市町村全国合併市町村全国合併市町村によるによるによるによる参加参加参加参加・・・・交流型交流型交流型交流型イベントイベントイベントイベントのののの実施実施実施実施(2) (2) (2) (2) 市町村合併市町村合併市町村合併市町村合併のののの広報広報広報広報・・・・啓発啓発啓発啓発

■■■■新支援新支援新支援新支援プランプランプランプラン■■■■新支援新支援新支援新支援プランプランプランプラン
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市町村合併の推進状況市町村合併の推進状況

編入合併編入合併編入合併編入合併

新設合併新設合併新設合併新設合併

150 (  477)150 (  477)150 (  477)150 (  477)12 (29)12 (29)12 (29)12 (29)138 (  448)138 (  448)138 (  448)138 (  448)

1,41,41,41,437373737272727271,4101,4101,4101,410H11.4.1H11.4.1H11.4.1H11.4.1以降以降以降以降のののの減少市町村数減少市町村数減少市町村数減少市町村数

449 (1,559)449 (1,559)449 (1,559)449 (1,559)6 (16)6 (16)6 (16)6 (16)443 (1,543)443 (1,543)443 (1,543)443 (1,543)

555599999 (2,036)9 (2,036)9 (2,036)9 (2,036)18 (45)18 (45)18 (45)18 (45)581 (1,991)581 (1,991)581 (1,991)581 (1,991)合併合併合併合併件数件数件数件数((((合併関係市町村数合併関係市町村数合併関係市町村数合併関係市町村数))))

計計計計新法下新法下新法下新法下旧法下旧法下旧法下旧法下(H11.4.1(H11.4.1(H11.4.1(H11.4.1～～～～))))

202020206666....8888111111114444....8888106.9106.9106.9106.937.537.537.537.5平均面積平均面積平均面積平均面積（（（（㎢㎢㎢㎢））））

66,45066,45066,45066,45036,38736,38736,38736,38724,55524,55524,55524,5557,8647,8647,8647,864平均人口平均人口平均人口平均人口（（（（人人人人））））

4894894894891,531,531,531,537777－－－－－－－－人口人口人口人口１１１１万人未満万人未満万人未満万人未満

1,1,1,1,7957957957953,2323,2323,2323,2323,4663,4663,4663,4669,8959,8959,8959,895市市市市 町町町町 村村村村 数数数数

H20.3.21H20.3.21H20.3.21H20.3.21H11.3.31H11.3.31H11.3.31H11.3.31S37.1.1S37.1.1S37.1.1S37.1.1S28.9.30S28.9.30S28.9.30S28.9.30

■合併市町村件数

■市町村数等の推移

（注）・H19.8.6官報告示分までのもの・H18.3.31の数値には、合併新法による合併１件を含む（H18.1.10に高松市が牟礼町を編入）・人口 H11.3.31…H７年国調よりH20.3.21…H17年国調より・面積 H11.3.31…全国市町村要覧（H10年度版）よりH20.3.21…全国市町村要覧（H18年度版）より

▲▲▲▲１４１１１４１１１４１１１４１１

Ｈ１１．３．３１

３２３２３２３２３２３２３２３２

Ｈ２０．３．２１

１７９５１７９５１７９５１７９５

▲▲▲▲２６２６２６２６

Ｈ１８．３．３１

１８２１

（（（（H19.8.H19.8.H19.8.H19.8.6666官報告示官報告示官報告示官報告示ベースベースベースベース））））
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サービスの高度化・多様化
サービスの高度化・多様化サービスの高度化・多様化

広域的広域的広域的広域的なななな視点視点視点視点にたってにたってにたってにたって、、、、まちづくりをよりまちづくりをよりまちづくりをよりまちづくりをより効率的効率的効率的効率的にににに実施実施実施実施できますできますできますできます広域的広域的広域的広域的なななな視点視点視点視点にたってにたってにたってにたって、、、、まちづくりをよりまちづくりをよりまちづくりをよりまちづくりをより効率的効率的効率的効率的にににに実施実施実施実施できますできますできますできます広域的なまちづくり
広域的なまちづくり広域的なまちづくり

専任専任専任専任のののの職員職員職員職員・・・・組織組織組織組織をををを置置置置くことができくことができくことができくことができ、、、、よりよりよりより多様多様多様多様なななな行政施策行政施策行政施策行政施策のののの展開展開展開展開がががが可能可能可能可能になりますになりますになりますになります専任専任専任専任のののの職員職員職員職員・・・・組織組織組織組織をををを置置置置くことができくことができくことができくことができ、、、、よりよりよりより多様多様多様多様なななな行政施策行政施策行政施策行政施策のののの展開展開展開展開がががが可能可能可能可能になりますになりますになりますになります例） あさぎり町では、保健師の資格を持った職員が充実し、乳幼児向け予防注射や、成人向けの健康講座を数多く実施できるようになりました。

例） 真庭市では、道路等の整備において、地域の個性を活かしたゾーニングにより広い視点からのまちづくりが可能になりました。住民の利便性の向上
住民の利便性の向上住民の利便性の向上

均一運賃でバスが使えるようになったし、保育所が会社の近くにあるから安心ね近くの学校に通えるようになったよ 保育所学校会社 学校
保育所合併前

合併前
合併後 合併後合併後合併後合併後

例） 合併に伴い、市町村の三役（首長、助役、収入役）、議会の議員については全国で２万１千人減少し、給料等は年間１，２００億円削減されると見込まれます。例） 西東京市では、合併によって１０年間で約１９０億円の経費削減が可能になります。
行財政の効率化
行財政の効率化行財政の効率化それぞれのまちがそれぞれのまちがそれぞれのまちがそれぞれのまちが別別別別々々々々にににに行行行行っていたっていたっていたっていた仕事仕事仕事仕事をまとめをまとめをまとめをまとめ、、、、行財政行財政行財政行財政のののの効率化効率化効率化効率化がががが図図図図れますれますれますれますそれぞれのまちがそれぞれのまちがそれぞれのまちがそれぞれのまちが別別別別々々々々にににに行行行行っていたっていたっていたっていた仕事仕事仕事仕事をまとめをまとめをまとめをまとめ、、、、行財政行財政行財政行財政のののの効率化効率化効率化効率化がががが図図図図れますれますれますれます同じ仕事をまとめて出来るから経費が削減

地域のことを地域で考えることが大切だ地域の特色がでるまちづくりにしたいね学校の隣が緑地ゾーンなのね素敵なまちになるわよね 気持ちよく散歩できる道をつくってほしいな緑地緑地緑地緑地ゾーンゾーンゾーンゾーン 工業工業工業工業ゾーンゾーンゾーンゾーン居住居住居住居住ゾーンゾーンゾーンゾーン商業商業商業商業ゾーンゾーンゾーンゾーン文化文化文化文化ゾーンゾーンゾーンゾーン福祉福祉福祉福祉ゾーンゾーンゾーンゾーン合併前境界線
旧市町村旧市町村旧市町村旧市町村のののの境界境界境界境界をををを越越越越えたえたえたえた公共施設公共施設公共施設公共施設のののの利用利用利用利用・・・・サービスサービスサービスサービスがががが可能可能可能可能になりますになりますになりますになります旧市町村旧市町村旧市町村旧市町村のののの境界境界境界境界をををを越越越越えたえたえたえた公共施設公共施設公共施設公共施設のののの利用利用利用利用・・・・サービスサービスサービスサービスがががが可能可能可能可能になりますになりますになりますになります例） 新潟市では、合併後、旧市町村界を越えて、空きのある保育所を利用することが可能になりました。

新しいサービスを始められます できます例） 新居浜市では、無医村であった別子山地区に待望の診療所を開設することができ、地域医療の充実が図られました。

市町村合併による効果の概要市町村合併による効果の概要
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■■■■住民住民住民住民サービスサービスサービスサービス向上向上向上向上のためののためののためののための専門的専門的専門的専門的なななな組織組織組織組織・・・・職員職員職員職員のののの設置設置設置設置■■■■住民住民住民住民サービスサービスサービスサービス向上向上向上向上のためののためののためののための専門的専門的専門的専門的なななな組織組織組織組織・・・・職員職員職員職員のののの設置設置設置設置

・ 無医村であった別子山（べっしやま）地区に約３０年ぶりに診療所を開設。【【【【愛媛県新居浜市愛媛県新居浜市愛媛県新居浜市愛媛県新居浜市（（（（にいはましにいはましにいはましにいはまし））））旧別子山村地区旧別子山村地区旧別子山村地区旧別子山村地区】】】】

・ 合併前では十分に実施できなかった、育児・保健・教育環境の充実を総合的に支援・連携するためのキーステーションとし

て「子ども総合支援室」を設置し、より専門的なサービスを充実。【【【【三重県亀山市三重県亀山市三重県亀山市三重県亀山市（（（（かめやましかめやましかめやましかめやまし））））】】】】

・ 合併前では十分に実施できなかった、起業・創業支援、雇用対策等を行う「雇用対策課」を設置し、より専門的なサービス

を充実。【【【【熊本県宇城市熊本県宇城市熊本県宇城市熊本県宇城市（（（（うきしうきしうきしうきし））））】】】】

住民のサービスの維持・向上住民のサービスの維持・向上

■■■■サービスサービスサービスサービス窓口窓口窓口窓口のののの維持維持維持維持・・・・確保確保確保確保■■■■サービスサービスサービスサービス窓口窓口窓口窓口のののの維持維持維持維持・・・・確保確保確保確保

・ 旧町役場を総合支所とし、近隣住民が本庁まで出向くことなく、住民票の写しの交付等の窓口サービスを受けることが

可能に。【【【【石川県輪島市石川県輪島市石川県輪島市石川県輪島市（（（（わじましわじましわじましわじまし））））】】】】

・ 市内の１０の郵便局で、各種証明書の交付請求に係る受付と引渡しが可能に（地方公共団体の特定の事務の郵便局

における取扱いに関する法律に基づくもの）。【【【【大分県豊後高田市大分県豊後高田市大分県豊後高田市大分県豊後高田市（（（（ぶんごたかだしぶんごたかだしぶんごたかだしぶんごたかだし））））】】】】

・ インターネットを通じての公共施設予約の対象となる施設を新市全体に順次拡大し、施設に出向かなくても空き情報の

確認や予約手続きができるようになった。【【【【山口県下関市山口県下関市山口県下関市山口県下関市】】】】

■■■■旧市町村間旧市町村間旧市町村間旧市町村間のののの格差是正格差是正格差是正格差是正によるによるによるによるサービスサービスサービスサービス向上向上向上向上■■■■旧市町村間旧市町村間旧市町村間旧市町村間のののの格差是正格差是正格差是正格差是正によるによるによるによるサービスサービスサービスサービス向上向上向上向上

・ 旧村では財政上の理由でできなかった給食サービスを、合併後、他地域と同様に導入。

【【【【宮城県栗原市宮城県栗原市宮城県栗原市宮城県栗原市（（（（くりはらしくりはらしくりはらしくりはらし））））旧花山村旧花山村旧花山村旧花山村（（（（はなやまむらはなやまむらはなやまむらはなやまむら））））地区地区地区地区】】】】

■■■■利用利用利用利用できるできるできるできる公共施設公共施設公共施設公共施設のののの拡大拡大拡大拡大■■■■利用利用利用利用できるできるできるできる公共施設公共施設公共施設公共施設のののの拡大拡大拡大拡大

・ 合併後、旧市町村界を越えて、空きのある保育所を利用することが可能に。【【【【新潟県新潟市新潟県新潟市新潟県新潟市新潟県新潟市】】】】

・ 旧町村ごとの図書館の蔵書、利用者情報を一元管理するシステムを整備し、インターネットによる蔵書検索、貸し出し予約

等のサービスを提供。【【【【岐阜県郡上市岐阜県郡上市岐阜県郡上市岐阜県郡上市（（（（ぐじょうしぐじょうしぐじょうしぐじょうし））））】】】】【【【【愛知県田原市愛知県田原市愛知県田原市愛知県田原市（（（（たはらしたはらしたはらしたはらし））））】】】】

合併市町村における取組①合併市町村における取組①
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■■■■新市町村新市町村新市町村新市町村のののの建設計画建設計画建設計画建設計画にににに基基基基づきづきづきづき、、、、地域地域地域地域のののの一体性一体性一体性一体性のののの確保確保確保確保やややや■■■■新市町村新市町村新市町村新市町村のののの建設計画建設計画建設計画建設計画にににに基基基基づきづきづきづき、、、、地域地域地域地域のののの一体性一体性一体性一体性のののの確保確保確保確保ややややﾊﾊﾊﾊﾞ゙゙゙ﾗﾝｽﾗﾝｽﾗﾝｽﾗﾝｽﾊﾊﾊﾊﾞ゙゙゙ﾗﾝｽﾗﾝｽﾗﾝｽﾗﾝｽあるあるあるある発展発展発展発展にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした施策施策施策施策をををを実施実施実施実施。。。。あるあるあるある発展発展発展発展にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした施策施策施策施策をををを実施実施実施実施。。。。

・ 公共交通の不便な地域を対象としたコミュニティバスを運行（市内19路線）。乗車料金は全区間片道100円（乳幼児無料）

で、買い物や通院など日常生活での移動手段を確保。【【【【大分県宇佐市大分県宇佐市大分県宇佐市大分県宇佐市（（（（うさしうさしうさしうさし））））】】】】

■■■■■■■■旧市町村旧市町村旧市町村旧市町村のののの区域区域区域区域ごとにごとにごとにごとに置置置置くことができるくことができるくことができるくことができる地域審議会地域審議会地域審議会地域審議会やややや地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区、、、、合併特例区合併特例区合併特例区合併特例区でででで、、、、地域地域地域地域のまちのまちのまちのまち旧市町村旧市町村旧市町村旧市町村のののの区域区域区域区域ごとにごとにごとにごとに置置置置くことができるくことができるくことができるくことができる地域審議会地域審議会地域審議会地域審議会やややや地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区、、、、合併特例区合併特例区合併特例区合併特例区でででで、、、、地域地域地域地域のまちのまちのまちのまち

づくりにづくりにづくりにづくりに関関関関するするするする方向性方向性方向性方向性をををを検討検討検討検討。。。。づくりにづくりにづくりにづくりに関関関関するするするする方向性方向性方向性方向性をををを検討検討検討検討。。。。

・ 旧町村の区域ごとに地域自治区を設置し、地域協議会における活発な協議等が進められるとともに、行政サービスの

一部も担う住民組織が各区ごとに設置されている。【【【【新潟県上越市新潟県上越市新潟県上越市新潟県上越市】】】】

地域の一体性の確保、バランスある発展地域の一体性の確保、バランスある発展

・ 合併により日光、鬼怒川（きぬがわ）温泉（旧藤原町（ふじわらちょう））、湯西川（ゆにしがわ）温泉（旧栗山村（くりやまむら））など

全国的に有名な観光地が一つとなったことから、広域的な観光ルートの設定やイベントの実施により観光イメージのアップ

を図る。【【【【栃木県日光市栃木県日光市栃木県日光市栃木県日光市】】】】

・ 高山祭りや歴史的町並みのある旧高山市地域に加え、旧上宝村（かみたからむら）地域の北アルプスや奥飛騨（おくひだ）

温泉などが加わったことから、都市部と農村部とを結ぶ滞在・周遊型の観光戦略を打ち出し、「飛騨高山」ブランドの確立

を目指す。【【【【岐阜県高山市岐阜県高山市岐阜県高山市岐阜県高山市】】】】

・ 合併により梅の生産量日本一となったことから、特産品である「南高梅」のブランドを中心に日本一の「梅の町」として

アピールできるようになった。【【【【和歌山県和歌山県和歌山県和歌山県みなべみなべみなべみなべ町町町町（（（（みなべちょうみなべちょうみなべちょうみなべちょう））））】】】】

地域経済の活性化

なんこううめ

合併市町村における取組②合併市町村における取組②
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■■■■新市町村新市町村新市町村新市町村のののの建設計画建設計画建設計画建設計画にににに基基基基づきづきづきづき、、、、旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域のののの振興振興振興振興のためののためののためののための施策施策施策施策をををを実施実施実施実施。。。。■■■■新市町村新市町村新市町村新市町村のののの建設計画建設計画建設計画建設計画にににに基基基基づきづきづきづき、、、、旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域のののの振興振興振興振興のためののためののためののための施策施策施策施策をををを実施実施実施実施。。。。

・ 編入された市町村で実施していた各地域の歴史、文化、伝統に係る事業や地域コミュニティ施策などについて、直接支

所に配当される独自予算（地域振興費）を設けている。【【【【新潟県新潟市新潟県新潟市新潟県新潟市新潟県新潟市】】】】

■■■■■■■■旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域のののの振興振興振興振興のためののためののためののための基金基金基金基金をををを設置設置設置設置するするするする。。。。旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域旧市町村地域のののの振興振興振興振興のためののためののためののための基金基金基金基金をををを設置設置設置設置するするするする。。。。

・ 合併時に地域振興基金を設置し、その運用益を旧市町村単位での事業に活用。【【【【島根県浜田市島根県浜田市島根県浜田市島根県浜田市】】】】

■■■■■■■■合併特例法等合併特例法等合併特例法等合併特例法等にににに基基基基づくづくづくづく地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区合併特例法等合併特例法等合併特例法等合併特例法等にににに基基基基づくづくづくづく地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区・・・・・・・・合併特例区合併特例区合併特例区合併特例区をををを設置設置設置設置するするするする場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、旧市町村名旧市町村名旧市町村名旧市町村名をををを冠冠冠冠しししし合併特例区合併特例区合併特例区合併特例区をををを設置設置設置設置するするするする場合場合場合場合においてにおいてにおいてにおいて、、、、旧市町村名旧市町村名旧市町村名旧市町村名をををを冠冠冠冠しししし

たたたた住居表示住居表示住居表示住居表示をををを行行行行うううう。。。。たたたた住居表示住居表示住居表示住居表示をををを行行行行うううう。。。。

・ 旧町村の区域の住所について、地域自治区の名称（旧町村名）を冠することとした。【【【【新潟県上越市新潟県上越市新潟県上越市新潟県上越市】】】】

合併前：○○郡□□村大字△△１番地→合併後：上越市□□区△△１番地

■■■■地域文化地域文化地域文化地域文化のののの保存保存保存保存・・・・継承等継承等継承等継承等についてについてについてについて、、、、地域住民地域住民地域住民地域住民やややや■■■■地域文化地域文化地域文化地域文化のののの保存保存保存保存・・・・継承等継承等継承等継承等についてについてについてについて、、、、地域住民地域住民地域住民地域住民ややややNPONPONPONPONPONPONPONPO等等等等のののの民間団体民間団体民間団体民間団体とととと連携連携連携連携してしてしてして取取取取等等等等のののの民間団体民間団体民間団体民間団体とととと連携連携連携連携してしてしてして取取取取りりりりりりりり組組組組むむむむ。。。。組組組組むむむむ。。。。

・ 合併により消滅した「真玉」（またま）の地名を地元有志により組織した「真玉歌舞伎保存会」により引き継ぐとともに、

保存会が広く会員を募り、伝統文化活動を通じた地域コミュニティの再生を図る。また、旧真玉町（またままち）の議場を

ミニホールに改修し、活動の場を確保。【【【【大分県豊後高田市大分県豊後高田市大分県豊後高田市大分県豊後高田市（（（（ぶんごたかだしぶんごたかだしぶんごたかだしぶんごたかだし））））】】】】

旧市町村地域の振興、各地域の歴史、文化、伝統等の保存・継承旧市町村地域の振興、各地域の歴史、文化、伝統等の保存・継承

合併市町村における取組③合併市町村における取組③
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地域のコミュニティ活動の支援等

合併市町村合併市町村合併市町村合併市町村のののの取組取組取組取組

一般的一般的一般的一般的にににに「「「「合併合併合併合併にににに伴伴伴伴いいいい、、、、地域地域地域地域ののののコミュニティコミュニティコミュニティコミュニティがががが衰退衰退衰退衰退してしまうのではないかしてしまうのではないかしてしまうのではないかしてしまうのではないか」」」」とととと言言言言われるわれるわれるわれる

ことがあるがことがあるがことがあるがことがあるが、、、、これについてこれについてこれについてこれについて現時点現時点現時点現時点でどのようなでどのようなでどのようなでどのような取組取組取組取組をををを行行行行っているのかっているのかっているのかっているのか。。。。

・地域の事情に応じて、積極的に地域ｺﾐｭﾆﾃｨの振興策を実施

（事例）

→地域のコミュニティ活動を行う団体（自治会等）の支援 ６７％

地域審議会、地域自治区、合併特例区の活用 ４５％ 等

・「地域創造基金」を活用し、地域による自主的な活動、イベント、自治

会、地域づくり団体などの組織づくりや活動、地域文化の伝承などの

事業への支援を行う 【岩手県宮古市】

・支所地域の住民・団体等が自主的・主体的に取り組む地域づくり事

業に対して補助金を交付 【岐阜県高山市】

・各地域が個性を発揮して活力ある地域社会を創出するために行う

活動に対して補助金を交付 【岩手県久慈市】
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・地域コミュニティが強化されるような取組

→（事例）

・地域づくり活動や地域コミュニティ団体への補助 【新潟県佐渡市】

・地域振興組織とその連合組織に対し、市の「地域振興推進員」が実

践的な助言等を実施。また、まちづくり等に関する提言を行う組織と

して、「まちづくり委員会」を条例で設置 【広島県安芸高田市】

・住民が主体的な地域づくりや自治活動を実践するため、小学校区

域単位で「地区会議」を設置。また、地域に住む職員が地域とのパ

イプ役となり一緒になって行動することが重要であること等から、地

区担当職員制度を導入し、地区会議を支援 【秋田県横手市】

・合併により市域が広がり様々な観光資源が新たに加わったことを機

に、 「観光塾」を発足し、観光資源の見直しや自発的な活動を仕掛

け、導くことができる観光リーダーを育成 【広島県呉市】

・小学校区単位の団体や自治会等が行う、コミュニティの維持・再生、

地域資源を活用した地域振興等に対して補助 【岐阜県揖斐川町】
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役割役割役割役割

○○○○地域審議会地域審議会地域審議会地域審議会 （（（（旧法第旧法第旧法第旧法第5555条条条条のののの4444、、、、新法第新法第新法第新法第22222222条条条条））））

・旧市町村地域に係る事務について審議、意見具申

○○○○地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区（（（（一般一般一般一般）））） （（（（地方自治法第地方自治法第地方自治法第地方自治法第202202202202条条条条のののの4444等等等等））））

地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区（（（（特例特例特例特例）））） （（（（旧法第旧法第旧法第旧法第5555条条条条のののの5555等等等等、、、、新法第新法第新法第新法第23232323条等条等条等条等））））

・地域自治区の区域に係る事務、地域自治区の住民との連携の強化

に関する事項についての審議、意見具申

・地域自治区の区域に係る施策に関する重要事項の決定・変更につ

いての意見具申

○○○○合併特例区合併特例区合併特例区合併特例区 （（（（旧法第旧法第旧法第旧法第5555条条条条のののの8888等等等等、、、、新法第新法第新法第新法第26262626条等条等条等条等））））

・合併特例区の区域に係る事務、地域振興等に関する施策の実施に

関する事項についての審議、意見具申

・合併特例区の区域に係る施策に関する重要事項の決定・変更につ

いての意見具申

地域自治組織の活用状況
～～～～周辺地域周辺地域周辺地域周辺地域のののの住民住民住民住民のののの多様多様多様多様ななななニーズニーズニーズニーズをををを新市町村新市町村新市町村新市町村のののの施策等施策等施策等施策等にににに反映反映反映反映するためのするためのするためのするための仕組仕組仕組仕組～～～～

＜＜＜＜６６６６団体団体団体団体（（（（１４１４１４１４特例区特例区特例区特例区）＞）＞）＞）＞

＜＜＜＜２１６２１６２１６２１６団体団体団体団体（（（（７８０７８０７８０７８０審議会審議会審議会審議会）＞）＞）＞）＞

＜＜＜＜１５１５１５１５団体団体団体団体（（（（９１９１９１９１自治区自治区自治区自治区）＞）＞）＞）＞

＜＜＜＜３８３８３８３８団体団体団体団体（（（（１０１１０１１０１１０１自治区自治区自治区自治区）＞）＞）＞）＞

※＜ ＞は、調査対象の合併市町村における地域自治組織の設置状況（H18.7.1現在）



27

・公募方式による候補者選定を実施 【富山県射水市、静岡県浜松市、

新潟県上越市、北海道せたな町 ほか】

・公募方式の際、定数の20%程度を公募枠と設定 【富山県射水市】

・公募方式の際、定数を上回る応募があった場合に住民の投票を実施。

市長は投票の結果を尊重し、委員を選任 【新潟県上越市】

・選任に当たり、若い世代の登用、男女それぞれの登用率２割以上と設定

【鹿児島県霧島市】

・選出範囲を、農業団体、商業団体、青年・女性等を構成員とする組織、

学識経験者などに区分することで、幅広い分野からの選任を可能に

【熊本県美里町、福島県喜多方市】

・選任に当たり、男女それぞれの登用率３割以上と設定 【静岡県浜松市】

地域審議会地域審議会地域審議会地域審議会、、、、地域協議会地域協議会地域協議会地域協議会（（（（地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区））））、、、、合併特例区協議会合併特例区協議会合併特例区協議会合併特例区協議会（（（（合併特例区合併特例区合併特例区合併特例区））））

のののの構成員構成員構成員構成員のののの選任方法選任方法選任方法選任方法にににに係係係係るるるる特徴的特徴的特徴的特徴的なななな取組取組取組取組
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・地域住民が主体となった地域づくり体制を支援するため、各地域自治区の

地域協議会に「地域コーディネーター」を配置。また、地域の魅力アップに繋

がる活動を実施している団体に財政的支援 【宮崎県宮崎市】

地域自治組織地域自治組織地域自治組織地域自治組織におけるにおけるにおけるにおける特色特色特色特色あるあるあるある取組取組取組取組

・地域自治区内で実施するまちづくり事業（ソフト事業）について、総合事務所

と地域協議会が協議して、予算要求する地域自治振興費を創設 【静岡県

浜松市】

・住民が主体となって自信と誇りを持てる地域を作るための事業に対し、1地

域自治区当たり500万円を予算配分（補助金） 【愛知県豊田市】

・各地域（旧町村）の特色のあるまちづくりのために造成された地域振興基金

の活用について、各地域審議会において協議されている 【福島県田村市】

・地域自治確立のための有望・優良な地域活動を支援するために創設したま

ちづくり事業補助金について、事業採択の審査を各地域審議会が市長の諮

問を受けて実施 【愛知県新城市】
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・各地域自治区に、地域づくりや、これまで行政が行ってきた事業を代わって

実施する主体として、住民組織が設立された。地域の祭りやイベントの実施、

市からの業務の受託や指定管理者として公の施設の管理を行っている住

民組織もある。 【新潟県上越市】

・旧役場や公民館などを、地域住民が活動する場（コミュニティプラザ）として整

備して、ここに地域自治区の事務所を置き、住民と行政との協働を進めやす

い環境を整備。また、コミュニティプラザの管理・運営を住民組織等に委ね、

住民による自主的・自立的な地域づくりを目指している。 【新潟県上越市】

・合併特例区の区域内でコミュニティバスを5路線運行。毎週火・木曜日に3路

線、水・金曜日に2路線を運行。各路線1日2往復。利用料は無料。 【福島県

喜多方市】
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市町村合併により規模・能力の拡大した基礎自治体に対し、積極的に

権限移譲に取り組む

合併が進んだ県における権限移譲の取組合併が進んだ県における権限移譲の取組

＜＜＜＜広島県広島県広島県広島県＞＞＞＞ （H11.3.31）８６８６８６８６市町村市町村市町村市町村→（H18.4.1）２３２３２３２３市町市町市町市町

（（（（取組事例取組事例取組事例取組事例））））

三次市・・・パスポートの申請受付・交付事務を市に移譲

○ パスポートの申請受付・交付事務や身体障害者手帳の交付事務など、

基礎自治体へ大幅に事務・権限を移譲

○ 平成１８年４月では、呉市や三次市など１６市町に権限移譲

→平成１８年４月から、市役所において申請と受け取りが可能に

市民の利便性が向上


